




Value of economic partnership among Japan, China, and Korea in the 
historical development of East Asian Economy
MATSUNO, Shuji
We have to discuss once again about value of economic partnership among China, Japan, 
and Korea (CJK), considering huge international imbalance between East Asia and other 
regions which led to the global financial crisis and lowered economic growth after the 
Lehman shock on the one hand, and historical development of economies of East Asia on the 
other hand. CJK have developed their economies and societies through different tracks 
during about one and half century after joining the free trade system in the world. They 
are now contributing to higher economic growth of East Asia in cooperation with ASEAN 
countries. Upgrading regional economic cooperation and integration through partnership 
among CJK and ASEAN will contribute to reconstruction of the world economy and East 
Asian economy, because East Asian economy has three characteristics. First, in East Asia 
international division of labour has been developed in large scale within production process 
supported by soft and hard infrastructures. Second, East Asia has developed small and 
medium enterprises with high technology and business ability based on tradition of the 
small farmer society. Third, efforts to develop regions across international river border 
have been made for a long period in Greater Mekong Sub-region of Southeast Asia, and 
Greater Tumen Region of Northeast Asia.
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19 世紀半ば以降、欧米は、アヘン戦争（1840 ～ 42 年）、第 2次アヘン戦争（1856 ～ 60 年）














































































































中国、日本、韓国が ASEANならびにその加盟国と FTAや EPA協定を締結するなど、東アジ
ア地域協力の制度的枠組みづくりが始まっている。そして、その動きは 2008 年のグローバル
金融経済危機の発生によって強化された。





1980 年の 14.6％から、2000 年には 23.4％に上昇している。他方、世界輸出に占める地位は、
1980 年の 13.7％から、2000 年の 26.2％に GDPを上回る増大を示している 7）。しかし、東アジ
アの対外貿易は世界経済の不均衡を拡大する形で増大してきた。中間財・資本財を中心に域内
貿易は拡大しているものの、最終消費財で見てみると、輸出の約 3分の 2が欧米を中心とする









長を背景に、2010 年の世界経済は 4.0％（先進国は 2.5％）、2011 年、12 年も景気は減速しな































ている（表 1～表 6）。危機前、米国の過剰消費などに支えられ、世界貿易（輸出）は 2004 年
から 2008 年までの 4年間に 1.76 倍（米国ドル表示、当年価格）に増大した。米国および EU
の貿易拡大がともに 1.59 倍であったのに対し、東アジア（ASEAN＋ 3）は 1.83 倍であった（表
4）。危機後（2008 年から 2012 年までの 4年間）も、世界が 1.11 倍、米国が 1.19 倍、EUは減
少（マイナス 6.2％）であるのに対して東アジアは 1.28 倍の伸びを示している（表 5）。危機を
挟んだ 2004 年と 2012 年の比較では、世界全体の貿易の増大は 1.96 倍であるのに対して東ア
ジアは 2.35 倍を示し（表 6）、世界最大の貿易地域 EUとの比較でも、2004 年の半分強（52.9％）
から 2012 年には 8割強（83.5％）に接近している（表 1および表 3より算出）。
東アジア域内貿易も、グローバル金融経済危機の前後を通して拡大している。域内貿易額は
2004 年の 7,025 億ドル（表 1）から 2012 年の 1 兆 6,811 億ドル（表 3）へ、8 年間で 2.4 倍と
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なり、貿易全体に占める域内貿易の比率も 2004 年の 35.4％（表 7）から 2012 年には 36.1％（表
9）に上昇している。同比率は危機前のグローバル化を背景に、2008 年には 34.4％（表 8）に
低下していたものが、危機後は趨勢を逆転させている。危機前、東アジア域内貿易の成長率は、
世界貿易の成長率とほぼ同じであった（表 4）が、危機後は上回っている（2008 年と比べて




仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 73,917 49,763 41,547 165,227 34,721 60,031 491,709
日本 73,536 -　 21,701 67,199 162,437 54,400 53,808 409,818
韓国 27,809 44,247 -　 20,907 92,964 26,333 22,260 203,933
ASEAN 42,903 72,976 24,024 141,934 281,837 47,890 53,818 493,209
ASEAN+3 144,249 191,140 95,489 271,588 702,465 163,345 189,916 1,598,669
米国 125,181 128,606 43,027 85,249 382,062 -　 294,331 1,419,612
EU 108,669 89,412 38,427 78,583 315,092 173,554 2,553,638 3,689,223





仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 124,969 91,389 88,969 305,326 71,457 115,320 984,067
日本 116,176 -　 28,252 106,455 250,884 66,579 62,235 672,161
韓国 73,905 59,425 -　 38,882 172,213 34,807 37,677 400,476
ASEAN 114,143 103,592 49,283 251,566 518,585 68,151 82,597 896,732
ASEAN+3 304,225 287,986 168,924 485,873 1,247,008 240,994 297,829 2,953,437
米国 252,786 138,932 46,501 104,529 542,748 -　 364,759 2,024,624
EU 293,176 110,446 58,563 116,618 578,803 275,290 3,985,741 6,186,417





仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 144,203 134,323 142,190 420,715 110,590 153,199 1,511,402
日本 151,509 -　 38,796 128,654 318,960 70,047 60,701 783,197
韓国 87,647 61,515 -　 55,273 204,434 42,318 42,873 499,241
ASEAN 203,924 129,361 79,145 324,561 736,992 75,547 95,409 1,233,281
ASEAN+3 443,080 335,079 252,264 650,678 1,681,101 298,502 352,182 4,027,121
米国 352,540 142,053 58,807 109,760 663,160 -　 311,123 2,114,239
EU 334,346 81,510 49,629 126,045 591,530 266,270 3,621,708 5,767,618
世界 2,051,912 800,334 551,806 1,252,235 4,656,287 1,546,635 5,577,036 17,874,991
出所 :IMF,DOTS
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アジア域内貿易額は、対米および対 EU貿易額合計と同額（2004 年、表 1）あるいは若干上回
る（2008 年、表 2）程度であったが、危機後（2012 年、表 3）は、対米・EU合計が 1兆 2,547






仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 169.1 183.6 214.1 184.8 205.8 192.1 200.1
日本 158.0 -　 130.2 158.4 154.5 122.4 115.7 164.0
韓国 265.8 134.3 -　 186.0 185.2 132.2 169.3 196.4
ASEAN 266.0 142.0 205.1 177.2 184.0 142.3 153.5 181.8
ASEAN+3 210.9 150.7 176.9 178.9 177.5 147.5 156.8 184.7
米国 201.9 108.0 108.1 122.6 142.1 -　 123.9 142.6
EU 269.8 123.5 152.4 148.4 183.7 158.6 156.1 167.7
世界 240.7 138.3 167.8 173.1 182.7 159.2 158.6 175.8




仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 - 115.4 147.0 159.8 137.8 154.8 132.8 153.6
日本 130.4 - 137.3 120.9 127.1 105.2 97.5 116.5
韓国 118.6 103.5 - 142.2 118.7 121.6 113.8 124.7
ASEAN 178.7 124.9 160.6 129.0 142.1 110.9 115.5 137.5
ASEAN+3 145.6 116.4 149.3 133.9 134.8 123.9 118.2 136.4
米国 139.5 102.2 126.5 105.0 122.2 - 85.3 104.4
EU 114.0 73.8 84.7 108.1 102.2 96.7 90.9 93.2
世界 143.6 102.2 129.3 127.0 128.4 119.0 93.8 111.4




仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 195.1 269.9 342.2 154.6 218.5 155.2 207.4
日本 206.0 -　 178.8 191.5 196.4 128.8 112.8 191.1
韓国 315.2 139.0 -　 264.4 219.9 160.7 192.6 244.8
ASEAN 475.3 177.3 329.4 228.7 261.5 157.8 177.3 250.1
ASEAN+3 307.2 175.3 264.2 239.6 239.3 182.7 185.4 251.9
米国 281.6 110.5 136.7 128.8 173.6 -　 105.7 148.9
EU 307.7 91.2 129.2 160.4 187.7 153.4 141.8 156.3
世界 345.6 141.4 216.9 219.8 234.7 189.4 148.8 195.8
出所 : 表 1、表 3
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済産業省 2012，p.178，「第 2-2-1-1(c)図　世界の主要地域間の貿易フロー図（2010 年）」）。同
比率は日本の対 ASEAN輸出（1,049 億ドル）において 70％以上 80％未満に達しており、日本
の対中国輸出（2,084 億ドル、含香港）、ASEANの対中国輸出（2,085 億ドル、同）、中国の対
ASEAN輸出（1,130 億ドル）、ASEAN域内貿易（1,937 億ドル）において 60％以上 70％未満




仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 13.1 19.6 7.3 8.3 4.3 1.6 5.4
日本 12.4 -　 8.5 11.8 8.2 6.7 1.4 4.5
韓国 4.7 7.8 -　 3.7 4.7 3.2 0.6 2.2
ASEAN 7.2 12.9 9.4 24.9 14.2 5.9 1.4 5.4
ASEAN+3 24.3 33.8 37.5 47.7 35.4 20 5.1 17.5
米国 21.1 22.7 16.9 15.0 19.3 -　 7.9 15.5
EU 18.3 15.8 15.1 13.8 15.9 21.3 68.1 40.4
世界 100 100 100 100 100 100 100 100
出所 : IMF, DOTS
表 8　東アジア貿易マトリックス 2008 （シェア）
（％）
輸出 仕出国・地域
仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 16.0 21.4 9.00 8.4 5.5 1.9 6.1
日本 8.1 -　 6.6 10.8 6.9 5.1 1 4.2
韓国 5.2 7.6 -　 3.9 4.8 2.7 0.6 2.5
ASEAN 8 13.2 11.5 25.5 14.3 5.2 1.4 5.6
ASEAN+3 21.3 36.8 39.6 49.3 34.4 18.5 5 18.4
米国 17.7 17.7 10.9 10.6 15 -　 6.1 12.6
EU 20.5 14.1 13.7 11.8 16 21.2 67.1 38.5
世界 100 100 100 100 100 100 100 100




仕向先 中国 日本 韓国 ASEAN ASEAN+3 米国 EU 世界
中国 -　 18 24.3 11.4 9 7.2 2.7 8.5
日本 7.4 -　 7 10.3 6.9 4.5 1.1 4.4
韓国 4.3 7.7 -　 4.4 4.4 2.7 0.8 2.8
ASEAN 9.9 16.2 14.3 25.9 15.8 4.9 1.7 6.9
ASEAN+3 21.6 41.9 45.7 52 36.1 19.3 6.3 22.5
米国 17.2 17.7 10.7 8.8 14.2 -　 5.6 11.8
EU 16.3 10.2 9 10.1 12.7 17.2 64.9 32.3
世界 100 100 100 100 100 100 100 100
出所 : IMF, DOTS
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によって占められている。東アジア域内貿易額と中間財比率は、1990 年で 2,909 億ドルと 50％




これに対して、2010 年の EU域内貿易（2兆 7,917 億ドル）、EUの対 NAFTA輸出（3,808
億ドル）、NAFTAの対 EU輸出（2,785 億ドル）に占める中間財の比率は 50％以上 60％未満、
NAFTA域内貿易（8,391 億ドル）に占める中間財比率は 40％以上 50％未満と、東アジア域内
貿易を下回り、中国の対 EU輸出（3,847 億ドル）の場合は、30％以上 40％未満、中国の対米
輸出（4,320 億ドル）の場合は、30％未満と、中間財比率はさらに低くなっている。東アジア










2010 年度末段階、日系海外現地法人は約 18,600 社に達しているが、そのうち製造業は 8,400
社であり、その約 4分の 3、約 6,200 社がアジア（うち中国が 3,000 社余り、ASEANが 2,300


































全 地 域 北 米 ア ジ ア ヨーロッパ
中 国 ASEAN
合 計 18,599 2,860 11,497 5,565 4,247 2,536
100.0 15.4 61.8 29.9 22.8 13.6
製 造 業 8,412 1,063 6,189 3,078 2,326 762
100.0 12.6 73.6 36.6 27.7 9.1
化学 1,020 149 703 283 267 123
生産用機械 530 75 387 190 127 54
電気機械 526 53 414 246 124 43
情報通信機械 985 76 801 389 315 85
輸送機械 1,659 312 1,058 425 470 175
非製造業 10,187 1,797 5,308 2,487 1,921 1,774
100.0 17.6 52.1 24.4 18.9 17.4
備　考： 1．北米は米国及びカナダ。中国には香港を含む。アセアンは、インドネシア、マレーシア、フィ
リピン、シンガポール、タイ、ベトナムの 6か国で計算。　2．2010 年度末時点。






























2011 年の人口 6,596 万人、GRPが 1 兆 9,670 億元（全国第 9 位）の湖南省（中国統計年鑑
2012）の場合、2007 年の GRP構成が第 1 次産業 17.6％、第 2 次産業 42.7％、第 3 次産業
39.7％であったものが、2010 年には、それぞれ、13.8％、46.2％、40.0％に変化している。中




急速な経済成長を実現している。第 11 次 5 ヶ年計画期間中の年平均 GRP成長率は 14.2％（第
10 次 5 ヶ年計画期と比べて 2.8％増加）で、1人当たり GRPは 2010 年には 5230 米ドルに達し
ている。2005 年に第 1 次 13.5％、第 2 次 50.5％、第 3 次 36.5％であった GRP構成比率は、
2010 年に第 1 次 9.7％、第 2 次 58.5％、第 3 次 31.8％となり、工業発展が、GRPの急成長を
支えていることを示している（中共株洲市委弁公室 2011、pp. 61、86、98、102-103）。
株洲市は、長沙市、湘潭市とともに、「長株潭都市群 “両型社会” 建設改革試験区」15）（「湖南
長株潭城市群資源節約型環境友好型社会建設総合配套改革試験区」、2007 年 12 月・国務院認可、
張萍 2012、p.1）を構成している。3市が交差する 522.87 ㎞2 の地域を「試験区」とし、2015 年、
並びに 2030 年までの期間に、さまざまな環境基準や指標の達成、都市化、1人当たり GRPの
増大（2015 年に 4.8 万元≒ 7,800 ドル）、産業構造の「改善」（GRP構成を 2010 年の第 1次産




その重要な柱が自動車産業の発展である。湖南省は第 12 次 5 カ年計画の自動車産業発展計
画において、完成車の年間生産台数を 220 万台にする目標を掲げているが、株洲市は湖南省、
さらには中国中南部地域における自動車及び同部品産業の重要発展基地の一つとなっている。
2011 年には、株洲市の完成車、自動車部品、関連機械加工企業は 170 社余り、就業者は 6,000
人余り、自動車産業の売上高は 52 億人民元に達している。2011 年 4 月には、北京汽車株洲工
場で生産された自動車が発売され、2012 年には年間生産台数が 20 万台、2015 年には 50 万台








万人民元で 2011 年に設立された日中合弁（日本側出資 75％）の株式有限公司である。日本側は、
株式会社日本テクノ（1985 年設立、資本金 5,000 万円、本社は埼玉県蓮田市）、中部高周波工
業株式会社（1955 年設立、資本金 1,600 万円、本社は愛知県知多郡武豊町）、アイテック株式















































YOUNG CHANG NEW-TEC CORP（以下、YC NEW-TEC）である 21）。





2001 年には NIKE社に取引企業として登録され、「NIKE FREE」と「LUNAR」のMIDおよ


















同社は 1989 年に設立され、2012 年の売上高が日本円で 40 億円、従業員が 85 名（設計 32 名、







































の大メコン圏（Greater Mekong Sub-region, GMS）開発プログラムは、カンボジア、ラオス、
ミャンマー、ベトナムという ASEANの後発国、後者の大図們江地域（Greater Tumen 























本の対ラオス・タイ 81 億円（橋、付属道路、税関を含む）ODAによって第 2メコン国際友好




Special Economic Zone、2003 年 9 月に首相令で設置）並びに国道 9号線沿いに多数の工場建
設が進んでいる。マレーシア企業が管理するゾーン（サワン地区）を中心に、企業の入居、操
業（従来から進出している日系金属企業も移転）がなされており、日本が関与しているセノー
地区では 2013 年 10 月、Nikonがタイ・アユタヤのマザー工場から労働集約工程の一部を移転、








由してタイ・バンコクに至る 1,900 ㎞余りのルートで、2013 年 12 月に第 4メコン国際友好橋
が完成することによって、陸路でつながった。タイ・チェンコンとラオス・フエサイ間の同橋














2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
Entry Exit Transit-Entry Transit-Exit
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メコン川架橋は、この間急速に進んでおり、GMS東西、南北経済回廊の重要プロジェクト
である第 2、第 4メコン国際友好橋に加えて、第 3メコン国際友好橋（タイ・ナコンパノムと












第 2、第 3、第 4メコン川国際友好橋（以下「メコン橋」）の建設と貿易や投資の増大につい


























テンの国境（2013 年 6 月に訪問）でも、通関待ちのトラックの列に見られるように物流は拡大
しているものの、ラオス側・ボーテン自由貿易区は機能していない。管理委員会の立派な建物



















発するという図們江開発計画（TRDP, Tumen River Development Program）が 1991 年、中
国吉林省の構想提起を背景に UNDP（国連開発計画）によって打ち出され、中国、朝鮮（DPRK）、





アチブ）に変更する。朝鮮は 2009 年 11 月、計画から離脱したものの、羅先特別市設置（2010
年 11 月）、羅先国際商品展示会開催（第 1回は 2011 年 8 月）、ロシアの支援を得たハサン－羅



























1982、芝原 1981、毛利 1978 など参照。
３） 東アジアへのメキシコドル銀貨流入と通貨金融体制の再編については、小野 2000 参照。
４） 自由貿易世界市場体制下の東アジアにおける資本主義形成について、堀 2009、堀・中村 2004、植村
2001、久保 1999 など参照。
５） 杉原 1996。
６） 19 世紀後半以降の日本貿易の時期的構造変化について、とりあえず、日本貿易史研究会 1997 参照。
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７） UNCTAD, UNCTADstat,2013 年 9 月 1 日 Download,より算出。東アジア（East Asia）は日本、東
アジア発展途上国（Developing Economies, Eastern Asia）、東南アジア発展途上国（Developing 





９） UNCTAD, UNCTADstat, http://unctadstat.unctad.org/TableViewer/tableView.aspx?ReportId=109, 
2014/01/16 最終閲覧。
10） IMF2014, http://www.imf.org, 2014/09/07 最終閲覧。
11） 本項の叙述は、2012 年 12 月に実施した共同調査の報告（松野他 2013）に基づいたものである。
12） 黄建中 2008 は第 1次 5カ年計画以降、改革開放政策への転換以前の 1952 年から 1978 年までをこのよ
うに表現している（pp.1-2）。なお、同書には中華民国（国民党政権）期への言及は無い。
13） 湖南、湖北、江西、安徽、河南、山西の 6省（朱有志 2012）。





18） 1936 年に設立され、総資産 20 億元、従業員 11,000 人の電車車両、各種発電機、電機設備、鉱産物運
送設備の製造を行う国有企業。
19） 詳細は、松野他 2014 参照。以下、本項の叙述は、この共同調査報告に基づくものである。
20） 松野他 2014、pp.247-251、Ⅱ釜山市の経済と中小企業（姜尚民執筆）に依拠した。
21） 釜山地域の靴産業に関する叙述は、松野他 2014、pp.259-265、Ⅳ釜山地域中小企業の高度化 A-1 
YOUNG CHANG NEW-TEC CORP（姜尚民執筆）に依拠した。
22） 松野他 2014、pp.270-274、Ⅳ釜山地域中小企業の高度化 B-1 FINE. Inc（今田治執筆）に依拠した。
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